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⊥1）卿性   
経官主体毎の会計基準の違いによって発生する差異の問題や、調査対象施設の経営   

主体が複数の施設を経営する場合げノ本部計用の配賦や借入金の影響等に関する問題   
は、現行でも存在しているため、そのこと自体が年間（決算）データを取得すること   
への直接的な障害にはならないと考えられる。また、決算書に直接掲赦されていない   

ことから記入に時間を要する誠意項目も影ノるか、決罫書作成時の前段階のデwタ等を   

使用すれば対応できると考えられる。  
一部の調査項目（材料螢、委託費等）や白色申告を行う経営主体では、詳細なデー   

タを把握していない可詰悼も乞えられるが、ニの点も現行で存在している問題である．   

」卿r詑†生  
公立病院の決算書は、7月以降の定例会（通常は9～10月、場合によっては継続   

審議後12月）で書誌・承認されるが、議会の承認がなくても沃素自体の法的効果は   

変わらないと考えられる。また、決算の公表は各自治体によって異なるが、議会の承   

認前に公表している自治体もあることから、承認前の年間（決算）データを決算見込   

領として調査票へ記入することほ可能であると考えられる。   

（3）酬珪  
複数の施設等を保有している経営主附こおける施設単位で年間データを取得するこ   
とについては、病院、一般診療所、歯科診療所においては特段の問題はないと考えら   

れる。保険薬局．特に中小企業で筏故店鏑を保有している保険薬局では、施設単位で   

財讃う∴一夕を管理していない可能件が考えられる。そのようなところは、年間（決亙）   
データでの調査よりも現行のほうが．調査月のデ∬タを集計することで対応できるた   

め、協力しやすいと考えられる。   
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（1）決畢生組政  
経官主件の決算時期は、公立病院等については概ね3月末となっているが、医療法   

人及び営利法人（株式会社）は特段の決まりがなく、個人の場合は確定申告に用いる   

ために12月末となっている。そうした違いがある中で年間（決算）データを把捉す   

る場合、①病院▲一般診原所・歯科診療所・保険薬局といった同【グループ内でのデ   

ータの不整合をとう評価するか、また、◎決算時期の傾向が異なるグループ間の比較   

をどう評価するかといった課題が存在づる。  

（2）哩寺期  
改定のスケジュルを考慮すると、現行と同時期（6月～7月頃）に調査を行わぎ  

r 2 一  

医療崖済実陰調査（医療機関等誠査）における年間（決算）データの活用につい‾r  

これまでの議論のとりまとめ  

宇 斤文 2 1 年 1 月 2 2 日  
Ⅰ互廉青空済実態調査（医療接慮1等調査）に  

おける決算デ［クの活用に閲する怒喜こ】会  

匡績違済実態調査（匪擦機関等錮吏）は、医繚機閲等にJ」ける医募経営寄れ実態ナ明  

らかにし．、辻会保険詑漬報酬に閲寸る基磋資料を整備することを目的として、2年「1  
回、中央社会†宗険医療協読会が実施しています，   

今臓、第17回調査を芙施するにあたり、中臣脇・調査芙施小委員全において、ド掠  

機関等の次第デⅦタの活用についての提案があったことを踏まえ、決定テ一夕の使用及  
びその課題等について、調査妄危小挙鼻長のもとに専門家からなる鮮談会（ワ〉ニト′ク  

グループ）を設置し検討することとされました。   

これを更け、本懇談会は．平成20年12月24日、平成21年1月9‖、22【」〔n  

計3巨】に渡り、医掠経済実態調査における年間（決算）チータの括斤＝二間しての意札交  

換や関係E体等からのヒアリングを実箱しました。   
以下に、現時点での本懇談会における試論を整理しまLたのて撞㌣いたしますh   
なお、本懇談会での法論の過程において、試論の対象とするデー㌢について、り諒  

データ」と呼ぶことでは自治庭病院等の決算竃の公表の時期等から、年間のデータ左活  

用する土いう本来の音義が誤即されるおそれがあることから、検討に障して侵†年㍗＝決  

算）デ肝タ」と呼ぶこととしてはどうかとの指摘があっ／二ため、以下においても「什㌍  

（決算）データ」と表記いたします。  

上・年間（晒   
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①調査月の特殊要因が排除されるため、単月調査に比べ数値が平準化される。   
⑦調査項目に前年（度）実績の12分のlの額を記入するための判断及び計舞が署略  

されるとともに、作成済みの年間（決算）デーータから転記できる調査項目が多二あ  

るため、多くの調査対象施設で記入負担が綴り、効芋的な調査が可能になる。   

③前年（度）突抜の12分の1と調査長の数値との混在が解消されるため、数用、L頻  

忘の対応関係が適切となり、会計情観としてα）信輔性が高まる。   

㊤1年間のデ【タであるため、単月調査での経鍬の計上漏れの可能性が排除され1、。   

⑤医薬品数、材料琶について、月次棚卸を行っていないた捌こ前年（度）の摘戒什ま  

たは仕入額により記入している医療搾牒等が多数存在すると考えられう。期末に11  

実地棚卸が必ず行われるため、医薬品錬の数値（金額及び構成比）が正成汀二な∴∴  

一l－  

るを得ず、①決馴寺期を踏吏えると基本的に現行より前の時期のチータを把握するこ  
ととなり、診療辞酬改定の直近の髭響を把挺するという臨点から、二の点をどう評価  

するかといった課題が存在する。   

また現行は、改正された診環報酬への対応が不十分な時期（「リードタイム」）の  

蔓乙響を緩和することで、診療鞘酬改定の影響を把握しているが、①年間（扶転）ラ  

夕を取得する上で、リードタイムを含んだ調査とならざるを得ないことの賢三笠をよ∴〕  

評価するかといった課題が存在する。（この点に関し、各経営主体の収支は、改走牢  

で悪化し2年冒で改善する傾向が見られるとの指摘があった。）  

一方、現行でも、医薬品費及び材料輩（月次棚卸を行っていない精舎）、減価偶却  

臥賞与、退板金、並びにその他経費のうち6月単月では不合理な項目において、前  

年（度）実績による記入を求めており、（1）及び（2）と同様の問題が存在してし、  

る。  

（2）調査の客体故につ上ユ工  
診療所は施設数が多いため困難と思われるが、病院（約8．000施設）について   

は、‘10年前より情報処理技術が発展しているにめ、調査票を電子データで提出させ   

ることにより、全教調査を実施することも可能ではないかとの意見があった。  

これに関し、調査施設数を増やすこと自体は望ましいが、全てを電子データで提出   
させることを義務づけることは困難でにないかとの意見誹あった。   

（3）鞭捌こついて  
単月調査、年間（決算）データでの調査のいずれにおいても、決算を見据えた経営   

上の行動が反映されることを留意する必要があるとの意見があった。  

5．まとめ  

年間（決算）デタの把握については、単月調査に比べ会計情報としての†言頼性が   
高まる、多くの医療機関等において記入が効率的に行える等のメリットがあり、調査   

の実施可能性に関しても、障害となるような大きな問矧まないと考えられる。  

一方で、決算時期が異なる経営主体筐引こおけるデータの比較可能性の砲保、り山ド   
タイムが含まれることによる診療報酬改定の影響の把握といった課長萱も存在する。  

以 上  

（3）  2年分のデータ取得  

仮に年間（決算）データを取得するとした場合、調査方魔の変更に伴う比較可能性   
の問題を補う観点、及び診療報酬改定の影響を動態的に把握する観点から、改定前楼   
の1年ずつ、すなわち2年分のデータを取得することが望ましいのではないかとの意   

見があった。一一方で、年間（決算）データから転記できるとはいえ、調査対象施設の   

記入負担が大きくなり、回収率が現行より下がるのではないか、また、改定の影響を   
把捉するというのであれば、条件を同じくしり”ドタイムの影響を排除するため、改   
定前後の1年ではなく、前回の改定直後の1年と今回の改定直後の1年のデータ不一取   

得すべきではないかとの意見もあった。   

（4）現行調査の取扱い  

仮に年間（決算）デ）タを取得するとした場合であっても、調査が期待通り行える   

かどうかの検証や、過去の医療逢済実態調査との比較可能性を確保する観点から、一   

時的に、現行の単月調査も並行して行うべきであるとの意見があった。その際にlま、   
集計作業等に係る費用や、調査対衰施設における調査翠記入等に係る負担の観点から、   

いわゆる r速報」で使用しないデータを中心に、調査項目の削減を検討するペきては   

ないかとの意見もあった。   こl一岬   
（1）卿  
施設の経営の健全性の評価のためには、将来的にはキャッシュ・フ⊂J一一の状況♂）調   

査も行い、投資や財務に関する評価も行うべきではないかとの意見があった。  

これに関し、現行でも収支差の把握に加え、設備投資、借入金、税金の状況も併せ   
て把握しているため、】定の評価はできるのではないか、あるいは2期分の貸借文一甲   

蓑を調査することで代替してもよいのではないかとの書見があった。  

イ手－   



（参考資料2）  
事  言責  連  絡  
平成19年3月 28日  

大臣官房統計情鵠釦企画課若査解析墓長 殿  

保険局医療況保険医療企画調査室長  

医療経済実態調査（医療機関等調査）にl系る調査客体  

の抽出について  

第16回医療経済実態調査（医療機関等調査）を別添調査要綱（病院、＋‾‾  

般診療所、歯科診療所、保険薬局分）により実施する予定であるので、調査  

客体の抽出についてご協力方宜しくお願いいたしたい。   

なお、病院、一般診療所、歯科診療所については、医校施設調査の医療機  

関情報に基づき調査対象施設の名請の作成を依頼する（指定統計調査等調査  

票使用中請書の提出については、別途行うこととする。）が、保険薬局につい  

ては、当吉果より提供するデータより客体の抽出をお顔いすることといたした  

い。  

カ 第5の層化は、全国の都道府県を次の9の地域に分類し、この区分によって   

行う。  

第16回医療経済実態調査（医療機関等調査）要綱（案）  

地 域   都  道  府  県   
北 海 道  北海道   
東   北  青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島   

関東  
新潟、山梨、長野  

東海   
北   陸  富山、石川、福井   

近   畿  匹賀、京都、奈良、大阪、兵庫、和歌山   

中   国  鳥取、島根、岡山、広島、山口   

四   国  徳島、香川、愛媛、高知   

九   州  福岡、佐賀、長崎、大分、熊本、宮崎、鹿児島、  

沖縄  

1．調査の目的   

病院、一般診療所及び歯科診療所並びに保険薬局における医業経営等の実態を明   

らかにし、社会保険診療報酬に関する基礎質料を整備することを目的とする。  

2．調査の内容   

病院、一般診療所及び歯科診療所並びに保険薬局について、施設の概要、収支の   

状況、資産及び負臥従事者の人員及び給与、設備投資の状況等の調査を行う。  

3．調査の対象   

社会保険による診療・調剤を行っている全国の病院、一般診療所、歯科診療所及   

び1か月間の調剤報酬明細書の取扱件数が300件以上の保険薬局を対象とする。  

ただし、開設者が匿育機関（特定機能病院及び歯科大学病院は除く）であるもの、   

特定人のために開設されている閉鎖的なもの、感染症病床のみを有する病院、結核   

療養所、原爆病院、自衛隊病院等の特殊な病院並びに刑務所、船内等に設置される   

一般診療所及び歯科診療所は除外する。  

また、歯科併㌍の一般診療所、臨床検査センター、夜間診療所、巡回診療所及び  

1か月間の診療時間が100時間未満であると推定された医療機関は調査対象か   

ら除外する。  

4．調査の客体及び抽出方法  

調査対象となる医療機関等から、それぞれ次の方法によって抽出した施設を調査   

客体とする。  

（1）病  院  

7 層化無作為抽出法による。  

イ 第1の層化は、DPC対象病院の指定を受けている病院と指定を安けていない  

病院に分類し、この区分によって行うb  

ウ 第2の層化は、介言姜療養施設サービス事業を行っている病院と行っていない  

病院に分類し、この区分によって行う。  

ェ 第3の顎イヒは、病床数が20（〕床以上、200床未満に分類し、この区分に  

よって行う。  

オ 第4の層化は、院外処方の有無別に分類し、この区分によって行う。  

1  

キ 第6の層化は、全国を国家公務鼻の地域手当における級地区分の6区分とそ   

の他の地域に分類し、この区別こよって行う。（級地区分については別紙参照）  

ク 第7の層化は、一般病院（特定機能病院、歯科大芋病院及び子ども病院を除  

く）、精神科病院（許可病床のすべてが精神病床であるもの）別に開設者（国立、   

公立、公的、医療法人、社会保険関係法人、その他法人、個人）ごとに分類し、  

この区分によって行う。   

ケ 抽出率は、特定機能病院、歯科大学病院及び子ども病院については1／1、  

その他については1／5とする。  

（2）一般診療所   

ア 層化無作為抽出法による。   

イ 第1の層化は、有床、無床の別に分類し、この区分によって行う。   

り 第2の層化は、主たる診療科別に分類し、この区分によって行う。   

ェ 第3の層化は、有床については介建療養施設サービス事業を行っている一般  

診療所と行っていない一躍診療所に分項し、この区分によって行う。   

オ 第4の層化は、院外処方の有無別に分類し、この区分によって行う。   

カ 第5、第6の層化は、病院と同じ地域分類（第5、第6層化）によって行う。   

キ 抽出率は1／25とする。   



調査客体の抽出条件について  

1 調査対象  

社会保険の診療を行っている医療機関及び保険桑島   
医療施設調査（静態・動態 病院・一般診療所・歯音1診痘所）のデータにおいて  
「社会保険診療等の状況」軌ニ∩が付されている施設及Ul呆険薬局を抽出。  

2 除外される施設   

（7）開設者が医吉機関  
匡痙施設調査（静態・動態、病院）のテータにおいて、憫設者」が「医者伐  

関j に該当しでノ＼る病院   

（2）特定人のために開設されている閉鎖的な医療捜関   
① 医療施設調査（静態・動態 一般診療所）のチータにおいて、「開設者1が  
r会社」に旨亥当している一般診療所  

医療施設的査（静態一動綻病院）のテ一夕において許可病床数のうち全て  
が感染症病床である病院   

（4）結核療養所  
医療施設調査（静態・動態病院）のデータにおいて許可病床数のうち全て  

が結核病床である病院   

（5）原爆病院、診療所  
：／ ノ′．「111     ト‥ 立■ r  

（6）自衛隊病院、含を麓所  
「′，f 「＝】1  

（7）刑務所に設置されている一 
二′rL 「Jぎ／＼  

■  

（3）歯科診療所   

ア 層化無作為抽出法による。   

イ 宗1の層化は、院外処方の有無別に分類し、この区分によって行う。   

り 第2、第3の屈化は、病院と同じ地域分頒（第5、茶6層化）によって行う＝   

工 第4の層化は、常勤の歯Fl医師奴を、l人、2人以上の区分に労汚しニグ〕．‡  

分によって行う。   

オ 摘出芋は1／50とする。  

（‘1）保険薬局   

ア 層化無作為抽出法による。   

イ 第L、第2の慮化は、柄拉克と同じ地域分建（第5、篤6層化）によって省ノ、．   

り 第3の層化は、開設者（他人、法人）の別に分類し、この区分によって行う。   

エ 抽出率は1／25とする。  

5．訴査主体   

中央社会保険医療挽試合  

6 調査の時期  

平成19年6月の1月間について実施する。  

7．馳査の事項   

調査票に掲げる事項とする。  

8．調査の方法  

（り 調査は、往復郵送方式により行う。  

（2）調査票の記入は、医療榛関等管理者の自計申告の方法による。  

9．結果の公表   

調査の結果については、中央社会保険医醸給紙会の議を経て、速やかに公表する。  

（8）船内に設置されている一般診療所、歯科診療所  
医療＝言果で除外。   

（g）歯科併設の一般診療所  
医療施設調査（静態・動態 一股診療所）のデータにおいて診摂科目のうfJ  
r歯科J、「矯正歯科j、r小児歯科」、r歯科口腔外科」に該当している施設   

（10）臨床検査センター  
医療施設調査（静態 一般診療所）のデー【タにおいて診療所の種頬が ト‡貪  
査業務を主とする診療所Jに按当している施設   

（11）夜間診療所  
医療施設調査（静態：－舶儲虜所・歯科診庶所）においてr表示診凍時間の  
状況」が18時以降のみに該当している施設   

（12）巡回診療所  
医療施設調査（静態 一般診療所）において「診療所の種類」が「巡回賢積  
を専らとする診療所」に該当している施設   

（13）1月の診療時間が100時間未満  
医療施設調査（静態 刑般診摂所・歯科診療所）において「表示時間の状況」  
の「表示診療時間の状況」において1月の診療時間がiOO時間未満と推定され  
る施設「二財産り  

3 層化   

（1）共通  

① 全国の都道府県を9地区に区分  
医療施設調査（静態▲動態）における都道府県番号で層化  

② 全国を国家公韓員の地域手当の級地区分とその他の地域に分類  
医療施設調査（静態・動態）における市町村番号て層†ヒ〔万場好2ノ   

（2）病院  

（D 特定機能病院∴歯科大学病院、子ども病院、DPC対象病院の抽出  
医療決においてリストを作成。  

② 介護療養施設サービス等業を行っている病院、行っていない病院の区分  
介言堕サービス施設・事業所調査の介言隻棟異型医穣施設情報より区分  

③ 病床数が200床以上、2（）0床未満の区分  
医療施設調査（静態・動態 病院）のデータにおいて許可病床数情報より区  

一 2【  

（む 院外処方の有無別の区分  
医療施設調査（静態 病院）のデータにおいて院外処方せんの発行状況より  

「・ ．  

喧）一般病院と精神病院の区分  
医療施設調査（静態・動態：病院）のデ∬タにおいて許可病床数のうち全て  
が精神病床である病院は精神病院、それ以外は一姫病院   

（動 開設者の分類（．財都3）  

医療施設調査 ほ奉態・動態 病院）の開設者情報から分類   

（3）一般診療所  

① 有床、無床の区分  
有床、無床の区分については、医療施設調査（静鮭・動態：一般診療所）の  
許可病床数から病床の有無を区分  

② 主たる診療科の区分（1財新4ノ  
主たる診療科目の区分については、医療施設間査（静態・動態 一般診療所）  
の診療科目の情報から区分  

③ 介護療養施設サービス事業を行っている一般診療所、行っていないⅦ般診療  

所の区分  
介謂サービス施設・事業所より介言重病襲型医療施設情報より区分  

④ 院外処方の有無別の区分  
医療施設調査（静鰻 一般診療所）のデータにおいて院外処方せんの発行状  

況より区分   

（4）歯科診療所  

① 院外処方の有無別の区分  
医療施設調査（静態 歯科診療所）のデータにおいて院外処方せんの栄行状  

況より区分  

② 歯科医師1人、2人以上の区分  
医療施設調査（静態・動態 歯科診療所）の従事者敷から区分   

（5）保険薬局  

○ 開設者の分類  
保険局医療課より提供するデータにより、開設者（個人、法人）の別に分痔   



国家公務員の地域手当に係る級地区分  （別紙2〕  

（別紙1）  
雄性・ 支給地域  都道府県   市町書†名寄   
1組地  
rl計沌1   

2迫地  茨娃県  砲手市  
和光市  ［15％】  埼玉縄   
（20市）  手芸黒  成田市、印西市  

∝菰野市、町白市、個分希市、個立市、相生市．狛江市、語胡ホ．多度市、扇城市．西現有市  
拉倉市．厚木市  
大磋市．守口市．M武市  

・巨庸県  ■■十   
3泊地  哀垢県  つくば市   
＝之％】  均玉県  さいたま市、志木市   
（27市）  千翼鼎  船茂市∴ホ苧市．袖ケ爛市  

東京ホ  八王子市、五日市．府中市．昭島市．凋市市、小平市．日野市  
神乗川県  檎漏市、川嶋市．海老名不  
愛知興  名古隆市．刈谷市，温田市  
大阪府  吹白市、ホ岨市．疫足川市、云面市．高石市  
兵ヰ耽  西富市、宝塚市  

！主・二  貢】才市  ▲睡地  茨城県  水戸市、土浦市．守谷市   
十1Jヽ1  呵王環  狭山市．鵡ケ曳市   
（37和  干瓢県  千妄市．市川市．松戸市、雷織布、四緑薫市  

栗東都  王政市．育持市＿東村山市．あきる野市  
神棄川無  †l須賀市，蕗沢市、茅ヶ崎市、褐I長原市、大和而  
愛知慨  旦明市  
三立県  t盲艦市  
大濃市、草津市   蕊墨叩  
東静粛  東都市  
大隈瞬  堺市、塾中ホ、池田布．枚方市∴訂本市 八尾市、常夫匿市  
ー！L  神戸市．尼崎価  
最良欄  寮良市、大和郡山市  
広▲県  広■市  

lて・・⊥  ほlヨ1右  5払他  言正県  仙台市  

8江市、古河市、牛久市、ひたちなか市  
竿II富市   

1町  埼玉県  川越市」りB市、行巴市．所沢市、臨絶市．仙須市、東松山市．鰻谷市．戸田市、入間市、朝芯市．三組市  
千菓凧  茂原市、佐詣市．相市、市原市、自弁市  
沖奈‖県  平塚市、粟野市．三浦∬青山祈  
山梨鼎  甲府市  
椚田県  静岡市．≡召ニ1市、御殿場耶  
i  弾戸市、碧南市．首尾市，大府市．王〕多市  
三正県  i書市、臼田市市  
守山市   1tヰ  
京勧凋  平治市、几同市．東田辺市  
大阪府  農相田市、泉大津市、貝塚市、鼠†左野市、富田林市＿河内長野市、相見市，11曳野市、隣接市、房井寺市  
伊丹市、三田市   ■と「■  

一・㌻▲，    まh】適：田缶l罵l頁朽年始甫  8姐地  北満月  札幌布   
【3％】  官紀県  名取市＿多貰織布   
8γ市  
21町   

群馬環  嗣溝市」勘野市∴太白市  
埼玉県  縄喜市、書日卸市、鴻巣市，上尾市、草加市、久手市、岐戸市、比企郡鳩山町、北埼玉郡北川辺町、 北鋒和栗招間北隣郡‘一杉戸剛■1L鎚新庄和町－  

千雲集  野匂市．東金市、兼山市．八櫨盲市、打】尾部酒々井訂I．印括弧崇町  
置敲1竜山市   t東跡   I   

榊剰l県  小白幡ホ．三瀬市  
冨山県  冨山ホ  
石川伯  金沢市  
福井市  
長野市、松本市，婚訪市  

岐阜欄  岐阜市、大垣市．多7お見市、美濃加茂市  
朴岡林  
愛知腺  
三1鳳   

ざ丘F県  さ岨市．長浜市  
向日市．相生≠木澤町   京孤府  
大幡簡  柏原市．象闇市、四榛韻市．変事市．胚両市＿見所抑膝下又町、見両部田尻印．軒対内孤大手町  
兵曙県  嬢持市＿明石市．加古川市．三木市  
兼良欄  荘祥市、馨三市．生駒邸8王城町、北城即王寺町・  
和歌山県  和歌山市、授本市  
阿山丸  犀l山市  
広島県  廿日市市．安芸剥l福田町，字書那岐町  
山口県  周闇市  
高松市   昔日県  
橿同県  
需給瓜   

診療時間100時間未満の考え方について  

（15）表示診横時間の状況  

月  火  水  木  金  土  日  休日   

午 前      1      1  1  
午 後  2  2  2  2  2  2  2  2   

18時以降  3  3  3  3  3  3  3  3  

平成17年匠椋施設眼査（静態）の「（15）表示診原時間の状況」午前・午後（月  

～日）で○をした数が6個以下のものが100時間未満のものと判断し、辿土旦ム  

のを抽出することとする。  

（考え方）  

○ 通常考えられる診療時間を基鍵に考える。  

1日8時間診療とし、土曜日は半日（4時間）、日曜は休診と考えると、   

「1週間の診療時間＝8時間×5日＋8時間×1／2＝44時間」となります。  

・44時間分の○の汝（施設調査の（15）表示診療時間の状況のこと）は11個で   

あるので、01個分の時間は4時間となります。  

1月当たり100時間未満となる○の数は、  

「100時間×／4時間＝25（1月当たりの○の数）」  

1週間当たりの○数は、  

「25×7／30＝5．83≒ 6（1i塁間当たりの○の汝）」  

○の数が1週間6個までは1月100時間未満と判断し、○が7個以上のものを   

抽出する。  

（別紙3）  

【般診療所に係る主たる診療科別の区分  開設者区分について  

主たる診療科別の分類   医療施設の診療科   

内科   内村  
呼吸器科  
消化器科（胃腸科）  

循環器科  
神経内科  
心療内科   

小児科   小児科   
精神科   精神科  

神経科   
外科   外科  

形成外科  

美容外科  
脳神校外科  
呼吸器外科  
心房血管外科  
小児外科   

整形外科   整形外科   
産始人科   産婦人科  

産科  
婦人科   

眼科   眼科   
耳鼻咽喉科   耳鼻咽喉封  

気管食道料   
皮膚科   皮膚科   
モの他   泌尿器科  

性病科  
肛門科  
リハビリテーション科  
放射線科  
府酔糾  
アレルギー糾  
リウマチ科   

医療施設調査  医環経済実態調査   

厚生労働省   霞立  

2  

3  

独立行政法人労働者健康福祉機構   

その他   

6  都道府県   公立   

市町村   

8  日赤   公的   

9  済生会   

10  

厚生連  

国民健康保険団体連合会   

全国社会保険協会連合会   社会保険関係雇人   

14  厚生年金事業振喫個   

】5  

】6   

共済租合及びその連合会   

柑  国民健康保険組合   

公益法人   その他の法人   

20  医療法人   医療法人   

学校法人   その他の法人   

22  社会福祉法人   

23  医環生協   

24  会社   

25  その他の法人   

ニ6  個人   個人  

※ 医療施設が漂ぽうしている診療科名のうち主たる診療車1名によって区分を行う．   



抽出率表（貰16回医療経済実態調査（医療校閲等調査））  

特定掟能病院・歯科大学病院・子ども病院ll／1  

…上記以外  

，t3   




